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３ ＤＶに対する取組の現状 

  

(( 11 ))  ＤＤＶＶ防防止止法法等等のの変変遷遷  

平
成
16
年 

① 「配偶者からの暴力」の定義拡大 

② 保護命令制度の拡充（元配偶者に対する保護命令、被害者の子への接近禁

止命令、退去命令、の期間の拡大 

③ 市町村による配偶者暴力相談支援センター業務の実施 

④ 被害者の自立支援の明確化 

⑤ 警察本部長等の援助 

⑥ 苦情の適切かつ迅速な処理 

⑦ 外国人、障がい者等への対応 

平
成
19
年 

① 市町村基本計画の策定（努力規定） 

② 配偶者暴力相談支援センターに関する改正 

③ 保護命令制度の拡充（電話等を禁止する保護命令等） 

④ 裁判所から配偶者暴力相談支援センターへの保護命令発令に関する通知 

平
成
25
年

改
正 

① 生活の本拠を共にする交際相手からの暴力を適用対象 

② 法律名の変更（「等」）を追加 

平
成

26
年 

① 「母子及び寡婦福祉法」が「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改正されたこ

とに伴う条文改正 

令
和 

元
年 

① 連携・協力すべき関係機関として児童相談所を明確化 

② 保護の適用対象として、被害者の同伴家族が含まれることを明確化 

令
和
３
年 

① GPSを用いた位置情報の無承諾取得等を規制対象行為に拡大する等の改正 

② ワーキング・グループによる配偶者暴力防止法見直し検討 

 

(( 22 ))  本本市市ににおおけけるる取取組組  

庁内の関係部署が相互に連携し、ＤＶ被害者への的確な支援を行うために、平成 22年

に「西之表市ＤＶ対策庁内連携会議」を設置しています。 

平成 30年に策定した「第３次西之表市男女共同参画基本計画」では、男女の人権を侵

害するあらゆる暴力の根絶を重点目標に掲げ、あらゆる暴力行為の排除を明記しました。 

また、DV 相談窓口として、平成 30 年度から福祉事務所内に「市民総合相談係」を設

置し、相談体制の充実を図っています。 

令和３年５月に 18 歳以上の市民の 10％を無作為に抽出し、ＤＶに対する意識と実態

を把握するために「市民アンケート」を実施しました。 
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第３章 計画の内容 
１ 計画の体系 

 

重重点点目目標標めめ

ざざ

すす

べべ

きき

姿姿

・・

男男

女女

のの

人人

権権

をを

侵侵

害害

すす

るる

ああ

らら

ゆゆ

るる

暴暴

力力

をを

排排

除除

しし

、、
誰誰

もも

がが

安安

心心

しし

てて

暮暮

らら

すす

ここ

とと

がが

でで

きき

るる

地地

域域

社社

会会

のの

創創

造造

①①　　DDVVのの予予防防とと根根絶絶にに向向けけ

　　たた取取組組のの推推進進

④④  被被害害者者がが生生活活のの再再建建をを

果果たたすすたためめのの支支援援

基基本本方方針針

②②　　安安心心ししてて相相談談ででききるる体体

　　制制づづくくりり

③③  被被害害者者のの安安全全とと安安心心のの

    確確保保

問題解決を暴力に頼らない教育・啓発の推進

暴力を許さない人権教育・啓発の推進

被害者の立場に立った関係機関との連携の強化

被害者の保護と安全確保

早期発見による被害者の安全確保

住宅確保のための支援

相談体制の整備と充実

デートDVの防止に向けた教育・啓発の推進

DVに対する正しい理解の促進

被害者の安全を守る個人情報の保護

被害者の安全を守る各種制度の周知と適切な運用

支援者の安全確保

被害者の立場に立った生活再建に向けた支援
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２ 計画の具体的な取組 

  

基基本本方方針針  

①① ＤＤＶＶのの予予防防とと根根絶絶にに向向けけたた取取組組のの推推進進  

  

  

ＤＶは重大な人権侵害であることから、市民に向けた啓発活動を行うことによって、意

識啓発を図っていきます。ＤＶ防止のためには、男女の人権を尊重するとともに、個人の

尊厳を傷つける暴力は許さないという意識を社会全体で共有することが重要です。 

ＤＶに対する正しい理解の普及と、ＤＶ根絶に向けた意識を醸成するため、パープルリ

ボンキャンペーン等を活用した広報活動を実施します。また、若年層に対して、交際相手

からの暴力（以下「デートＤＶ」という。）防止に向けて、個人の尊厳を傷つける暴力は決

して許さないという意識づけのために、対等な人間関係を築くための学習の機会を提供し

ます。 

ＤＶは男女共同参画の実現の妨げとなっていることから、男女の人権尊重の啓発を図り

ます。 

 

暴暴力力をを許許ささなないい人人権権教教育育・・啓啓発発のの推推進進  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 教育の場において、男女の

人権の尊重に基づく人権

教育の推進 

学校・幼稚園・保育園等の教育の場におい

て、男女の人権の尊重に基づく人権教育を推

進するために、教育関係者に向けた広報・啓

発に努めます。 

学校教育課 

市民生活課 

福祉事務所 

２ 家庭における人権教育の

推進 

家庭において、男女の人権の尊重に基づいた

人権教育を促進するため、家庭教育学級等

を通して広報・啓発に努めます。 

社会教育課

福祉事務所 

3 地域における人権教育の

推進 

地域において、男女の人権の尊重に基づいた

地域生活を促進するため、自治会や地域活

動団体等と連携して広報・啓発に努めます。 

地域支援課 

福祉事務所 

4 職場における人権教育の

推進 

職場において、男女の人権の尊重に基づいた

職場環境を整備するため、関係機関等と連

携して広報・啓発に努めます。 

経済観光課 

福祉事務所 

5 あらゆる機会をとらえた広

報・啓発の推進 

市広報誌を活用した広報に取り組むと共に、

市民が集まるイベント等でリーフレットを配布す

るなど、あらゆる機会をとらえて広報・啓発に

努めます。 

福祉事務所 
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問問題題解解決決をを暴暴力力にに頼頼ららなないい教教育育・・啓啓発発のの推推進進  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 問題解決を暴力に頼らな

い教育の推進 

被害者にも加害者にもならないために、個人

の尊厳を傷つける暴力は許されないという意

識を持ち、問題解決を暴力に頼らない教育を

関係機関と連携して進めます。 

学校教育課 

福祉事務所 

２ 問題解決を暴力に頼らな

いコミュニケーションについ

ての広報啓発の推進 

社会のあらゆる場において、個人の尊厳を傷

つける暴力は許されないという意識を持ち、問

題解決を暴力に頼らない、コミュニケーション

が行われるよう市広報誌等を活用して広報・

啓発に努めます。 

福祉事務所 

3 加害予防の観点からの広

報啓発のあり方を検討 

被害者支援の視点に立って、加害予防のた

めにはどのような広報啓発が必要か検討しま

す。 

福祉事務所 

 

ＤＤＶＶにに対対すするる正正ししいい理理解解のの促促進進  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 被害者がＤＶについて、知

識や気づきを得るための

啓発や情報提供 

ＤＶを受けていることを認識していないため

に、必要な支援が受けられない被害者に対

し、ＤＶについて正しい情報を提供するため、

被害者にとって身近で安全な場所にリーフレ

ットや相談窓口一覧カードを配置します。 

福祉事務所 

2 地域における学習機会の

提供 

地域の集まり等において、ＤＶに対する正し

い理解を広めるために、市民に身近な講座

等での啓発活動に努めます。 

福祉事務所 

地域支援課 

3 民生委員・児童委員、人

権擁護委員等における理

解の促進 

ＤＶ被害者から相談される機会のある相談

員等に、DVに対する正しい理解を深めるた

めに研修会を実施します。 

福祉事務所 

4 講演会や研修会等の開

催による啓発 

ＤＶに対する正しい理解を推進するために、

市民や市民団体等を対象に研修会等を開

催します。 

福祉事務所 

5 鹿児島県が主催する講演

会等の情報提供 

ＤＶに対する正しい理解を推進するために県

が主催する講演会等の情報を提供します。 

福祉事務所 

  

87

配偶者からの暴力の防止及び被害者支援計画



88 
 

問問題題解解決決をを暴暴力力にに頼頼ららなないい教教育育・・啓啓発発のの推推進進  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 問題解決を暴力に頼らな

い教育の推進 

被害者にも加害者にもならないために、個人

の尊厳を傷つける暴力は許されないという意

識を持ち、問題解決を暴力に頼らない教育を

関係機関と連携して進めます。 

学校教育課 

福祉事務所 

２ 問題解決を暴力に頼らな

いコミュニケーションについ

ての広報啓発の推進 

社会のあらゆる場において、個人の尊厳を傷

つける暴力は許されないという意識を持ち、問

題解決を暴力に頼らない、コミュニケーション

が行われるよう市広報誌等を活用して広報・

啓発に努めます。 

福祉事務所 

3 加害予防の観点からの広

報啓発のあり方を検討 

被害者支援の視点に立って、加害予防のた

めにはどのような広報啓発が必要か検討しま

す。 

福祉事務所 

 

ＤＤＶＶにに対対すするる正正ししいい理理解解のの促促進進  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 被害者がＤＶについて、知

識や気づきを得るための

啓発や情報提供 

ＤＶを受けていることを認識していないため

に、必要な支援が受けられない被害者に対

し、ＤＶについて正しい情報を提供するため、

被害者にとって身近で安全な場所にリーフレ

ットや相談窓口一覧カードを配置します。 

福祉事務所 

2 地域における学習機会の

提供 

地域の集まり等において、ＤＶに対する正し

い理解を広めるために、市民に身近な講座

等での啓発活動に努めます。 

福祉事務所 

地域支援課 

3 民生委員・児童委員、人

権擁護委員等における理

解の促進 

ＤＶ被害者から相談される機会のある相談

員等に、DVに対する正しい理解を深めるた

めに研修会を実施します。 

福祉事務所 

4 講演会や研修会等の開

催による啓発 

ＤＶに対する正しい理解を推進するために、

市民や市民団体等を対象に研修会等を開

催します。 

福祉事務所 

5 鹿児島県が主催する講演

会等の情報提供 

ＤＶに対する正しい理解を推進するために県

が主催する講演会等の情報を提供します。 

福祉事務所 
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NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

6 被害者支援の相談員を対

象とした研修会の開催 

ＤＶに対する正しい理解を推進するために、

相談員を対象とした研修会等を開催しま

す。 

福祉事務所 

7 個人情報を扱う各種機関

におけるＤＶに関する正し

い理解の促進 

被害者の個人情報の保護を徹底するために

個人情報を扱う各機関に、ＤＶについて、正

しい理解を深める研修を実施します。 

福祉事務所 

8 

 

「女性に対する暴力をなく

す運動」の周知 

DVに対する正しい理解を推進するために、

市広報誌を活用して「女性に対する暴力を

なくす運動」の周知を行います。 

また、パープルリボンキャンペーンを活用して

周知活動を行います。 

福祉事務所 

 

9 「人権週間」の周知 市広報誌を活用して「人権週間」を周知しま

す。 

社会教育課 

福祉事務所 

 

デデーートトＤＤＶＶのの防防止止にに向向けけたた教教育育・・啓啓発発のの推推進進  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 デートＤＶの防止に関する

教育・啓発の推進 

デートＤＶを防止するため、個人の尊厳を傷つ

ける暴力は決して許さないという意識を持た

せ、男女の人権を尊重した対等な人間関係

を築く学習の機会を提供します。 

福祉事務所 

２ 対等な人間関係を築くため

の学習機会の提供 

暴力に対して「ＮＯ」と言える対等な人間関係

を築くことができるよう学習機会を提供しま

す。 

福祉事務所 

3 個人の尊厳を傷つける暴

力は許さないという教育の

推進 

個人の尊厳を傷つける暴力は許さないという

意識を持つための教育を関係機関と連携して

進めます。 

福祉事務所 

4 関係機関の職員を対象と

した研修会の実施 

学校や病院などデート DVの被害者を発見し

やすい立場にいる関係者が、早期発見や適

切なケアにあたれるよう研修会を実施しま

す。 

学校教育課 

福祉事務所 

5 被害者に対する適切なケ

ア 

学校や病院などデート DVの被害者を発見し

やすい立場にいる関係者が、被害者の早期

発見や被害者に対し、適切なケアができるよ

う情報提供します。 

福祉事務所 
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基基本本方方針針  

②②  安安心心ししてて相相談談ででききるる体体制制づづくくりり  

  

相談機関等における適切な相談対応をするためには、ＤＶに対する正しい理解と、ＤＶ

被害者への深い理解を持つことが重要です。そのためには、専門的に対応技術を身につけ

た相談員の育成や、安心して相談ができる環境の整備を図ることが最も必要です。 

 

相相談談体体制制のの整整備備とと充充実実  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 若年層に配慮した相談窓

口整備 

交際相手からの暴力防止のために、若年層

が相談しやすい窓口の整備を検討します。 

福祉事務所 

２ 安心して相談できる窓口の

整備 

プライバシーや被害者の気持ちに配慮した相

談窓口を確立します。 

また、相談に訪れたことがわからないよう被害

者の希望を尊重し、相談場所を配慮します。 

福祉事務所 

3 外国人や障がいをもってい

る人への対応が可能な相

談窓口の情報提供 

外国人や障がいに応じて対応できる相談窓

口を把握し、その機関に確実につなげます。 

福祉事務所 

4 身近なところで相談できる

体制の整備 

民生委員・児童委員や母子保健推進員と連

携して、相談しやすい体制の整備に努めま

す。 

健康保険課 

福祉事務所 

5 被害者への適切な相談窓

口の情報提供 

被害者の安全確保を優先に、被害者の立場

にたった相談窓口の情報を提供します。 

福祉事務所 

6 市担当職員を対象とした研

修会へ参加 

被害者と接する機会のある市職員に対し、被

害者に二次被害を与えないよう、適切な対応

をとることができるよう研修会への参加を促し

ます。 

総務課 

福祉事務所 

7 支援機関関係者を対象と

した研修会への参加 

被害者と接する機会のある相談機関関係者

に対し、被害者に二次被害を与えないよう、

適切な対応をとることができるよう研修会等の

情報を提供します。 

福祉事務所 
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NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

6 被害者支援の相談員を対

象とした研修会の開催 

ＤＶに対する正しい理解を推進するために、

相談員を対象とした研修会等を開催しま

す。 

福祉事務所 

7 個人情報を扱う各種機関

におけるＤＶに関する正し

い理解の促進 

被害者の個人情報の保護を徹底するために

個人情報を扱う各機関に、ＤＶについて、正

しい理解を深める研修を実施します。 

福祉事務所 

8 

 

「女性に対する暴力をなく

す運動」の周知 

DVに対する正しい理解を推進するために、

市広報誌を活用して「女性に対する暴力を

なくす運動」の周知を行います。 

また、パープルリボンキャンペーンを活用して

周知活動を行います。 

福祉事務所 

 

9 「人権週間」の周知 市広報誌を活用して「人権週間」を周知しま

す。 

社会教育課 

福祉事務所 

 

デデーートトＤＤＶＶのの防防止止にに向向けけたた教教育育・・啓啓発発のの推推進進  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 デートＤＶの防止に関する

教育・啓発の推進 

デートＤＶを防止するため、個人の尊厳を傷つ

ける暴力は決して許さないという意識を持た

せ、男女の人権を尊重した対等な人間関係

を築く学習の機会を提供します。 

福祉事務所 

２ 対等な人間関係を築くため

の学習機会の提供 

暴力に対して「ＮＯ」と言える対等な人間関係

を築くことができるよう学習機会を提供しま

す。 

福祉事務所 

3 個人の尊厳を傷つける暴

力は許さないという教育の

推進 

個人の尊厳を傷つける暴力は許さないという

意識を持つための教育を関係機関と連携して

進めます。 

福祉事務所 

4 関係機関の職員を対象と

した研修会の実施 

学校や病院などデート DVの被害者を発見し

やすい立場にいる関係者が、早期発見や適

切なケアにあたれるよう研修会を実施しま

す。 

学校教育課 
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う情報提供します。 
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90 
 

基基本本方方針針  

②②  安安心心ししてて相相談談ででききるる体体制制づづくくりり  

  

相談機関等における適切な相談対応をするためには、ＤＶに対する正しい理解と、ＤＶ

被害者への深い理解を持つことが重要です。そのためには、専門的に対応技術を身につけ

た相談員の育成や、安心して相談ができる環境の整備を図ることが最も必要です。 

 

相相談談体体制制のの整整備備とと充充実実  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 若年層に配慮した相談窓

口整備 

交際相手からの暴力防止のために、若年層

が相談しやすい窓口の整備を検討します。 

福祉事務所 

２ 安心して相談できる窓口の

整備 

プライバシーや被害者の気持ちに配慮した相

談窓口を確立します。 

また、相談に訪れたことがわからないよう被害

者の希望を尊重し、相談場所を配慮します。 

福祉事務所 

3 外国人や障がいをもってい

る人への対応が可能な相

談窓口の情報提供 

外国人や障がいに応じて対応できる相談窓

口を把握し、その機関に確実につなげます。 

福祉事務所 

4 身近なところで相談できる

体制の整備 

民生委員・児童委員や母子保健推進員と連

携して、相談しやすい体制の整備に努めま

す。 

健康保険課 

福祉事務所 

5 被害者への適切な相談窓

口の情報提供 

被害者の安全確保を優先に、被害者の立場

にたった相談窓口の情報を提供します。 

福祉事務所 

6 市担当職員を対象とした研

修会へ参加 

被害者と接する機会のある市職員に対し、被

害者に二次被害を与えないよう、適切な対応

をとることができるよう研修会への参加を促し

ます。 

総務課 

福祉事務所 

7 支援機関関係者を対象と

した研修会への参加 

被害者と接する機会のある相談機関関係者

に対し、被害者に二次被害を与えないよう、

適切な対応をとることができるよう研修会等の

情報を提供します。 

福祉事務所 
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被被害害者者のの立立場場にに立立っったた関関係係機機関関ととのの連連携携のの強強化化  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 支援機関及び団体等との

連携強化 

被害者の相談に適切に対応するため、関係

機関や団体と連携を強化します。 

福祉事務所 

２ 面前ＤＶによる児童虐待に

対応している関係機関との

連携強化 

面前ＤＶによる被虐待児の保護を迅速に行う

ため、関係機関との連携を強化します。 

福祉事務所 

3 支援機関の休日及び時間

外における連絡体制の整

備、相談窓口の情報提供 

休日や時間外に対応できる支援機関を把握

する等、連絡体制の整備を進めます。 

福祉事務所 

4 個人情報の保護と守秘義

務の徹底 

被害者が加害者の追跡の恐怖から解放さ

れ、安全な生活を確保するため関係各機関

における被害者の個人情報の保護を徹底し

ます。 

福祉事務所 

5 庁内連絡会議の機能の充

実 

関係課との会議を定期的に開催し、情報の

共有化を図ります。 

福祉事務所 

6 学校や幼稚園・保育園、児

童クラブ等への就学・入所

等の支援 

加害者からの追跡があり、居住地に住民票を

移動できない子どもが、居住地の学校や保育

園等に入学や転校・入所できるよう支援しま

す。 

学校教育課 

福祉事務所 

7 健康診査や予防接種の弾

力的運用 

加害者からの追跡があり、居住地に住民票を

移動できない子どもに、居住地で乳児健診や

予防接種を実施します。 

健康保険課 

福祉事務所 
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基基本本方方針針  

③③  被被害害者者のの安安全全とと安安心心のの確確保保  

 

ＤＶ被害者は、身体的暴力だけではなく、精神的暴力、性的暴力、経済的暴力等を受け

ることによって心身に大きなダメージを受けます。被害者の安全確保のために、緊急時に

は一時保護等を実施し適切な支援策を講じることが求められます。 

また、ＤＶは家庭内で行われることが多く、外部から発見されることが困難であること

から、気づかないうちに被害が深刻化しやすいため、ＤＶ被害者を早期に発見し適切に支

援することが必要です。 

ＤＶ被害者支援において、被害者の安全確保だけではなく、被害者を支援する支援者の

安全確保も重要です。被害者及び支援者の個人情報を守るために、個人情報を取り扱う支

援機関や関係機関は研修会等を通して、個人情報の保護について学習していきます。 

 

被被害害者者のの保保護護とと安安全全確確保保  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 被害者の一時避難への支

援 

鹿児島県女性相談センター（配偶者暴力相

談支援センター）と連携し、被害者の安全を

まず確保します。 

福祉事務所 

2 母子生活自立支援施設の

利用 

ＤＶ等により、母子を保護することが必要な場

合には、母子生活支援施設を利用して母子

を保護します。 

福祉事務所 

3 警察との連携・協力 被害者が住み慣れた地域で生活できるよう、

被害者の安全確保のために警察と密に連携

を図ります。 

福祉事務所 

4 身近な避難先の確保 被害者の安全確保のために、身近な避難先

を確保できるよう努めます。 

福祉事務所 

5 地域における見守り支援 被害者が住み慣れた地域で生活できるよう、

被害者の身近な地域において見守り支援の

環境づくりを推進します。 

福祉事務所 

6 被害者の個人情報を共有

する支援機関の情報管理

のルールづくり 

被害者の個人情報保護を徹底するために、

情報を共有する会議や機関等で情報管理の

ルールを定め遵守します。 

福祉事務所 
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被被害害者者のの立立場場にに立立っったた関関係係機機関関ととのの連連携携のの強強化化  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 支援機関及び団体等との

連携強化 

被害者の相談に適切に対応するため、関係

機関や団体と連携を強化します。 

福祉事務所 

２ 面前ＤＶによる児童虐待に

対応している関係機関との

連携強化 

面前ＤＶによる被虐待児の保護を迅速に行う

ため、関係機関との連携を強化します。 

福祉事務所 

3 支援機関の休日及び時間

外における連絡体制の整

備、相談窓口の情報提供 

休日や時間外に対応できる支援機関を把握

する等、連絡体制の整備を進めます。 

福祉事務所 

4 個人情報の保護と守秘義

務の徹底 

被害者が加害者の追跡の恐怖から解放さ

れ、安全な生活を確保するため関係各機関

における被害者の個人情報の保護を徹底し

ます。 

福祉事務所 

5 庁内連絡会議の機能の充

実 

関係課との会議を定期的に開催し、情報の

共有化を図ります。 

福祉事務所 

6 学校や幼稚園・保育園、児

童クラブ等への就学・入所

等の支援 

加害者からの追跡があり、居住地に住民票を

移動できない子どもが、居住地の学校や保育

園等に入学や転校・入所できるよう支援しま

す。 

学校教育課 

福祉事務所 

7 健康診査や予防接種の弾

力的運用 

加害者からの追跡があり、居住地に住民票を

移動できない子どもに、居住地で乳児健診や

予防接種を実施します。 

健康保険課 

福祉事務所 
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基基本本方方針針  

③③  被被害害者者のの安安全全とと安安心心のの確確保保  

 

ＤＶ被害者は、身体的暴力だけではなく、精神的暴力、性的暴力、経済的暴力等を受け

ることによって心身に大きなダメージを受けます。被害者の安全確保のために、緊急時に

は一時保護等を実施し適切な支援策を講じることが求められます。 

また、ＤＶは家庭内で行われることが多く、外部から発見されることが困難であること

から、気づかないうちに被害が深刻化しやすいため、ＤＶ被害者を早期に発見し適切に支

援することが必要です。 

ＤＶ被害者支援において、被害者の安全確保だけではなく、被害者を支援する支援者の

安全確保も重要です。被害者及び支援者の個人情報を守るために、個人情報を取り扱う支

援機関や関係機関は研修会等を通して、個人情報の保護について学習していきます。 

 

被被害害者者のの保保護護とと安安全全確確保保  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 被害者の一時避難への支

援 

鹿児島県女性相談センター（配偶者暴力相

談支援センター）と連携し、被害者の安全を

まず確保します。 

福祉事務所 

2 母子生活自立支援施設の

利用 

ＤＶ等により、母子を保護することが必要な場

合には、母子生活支援施設を利用して母子

を保護します。 

福祉事務所 

3 警察との連携・協力 被害者が住み慣れた地域で生活できるよう、

被害者の安全確保のために警察と密に連携

を図ります。 

福祉事務所 

4 身近な避難先の確保 被害者の安全確保のために、身近な避難先

を確保できるよう努めます。 

福祉事務所 

5 地域における見守り支援 被害者が住み慣れた地域で生活できるよう、

被害者の身近な地域において見守り支援の

環境づくりを推進します。 

福祉事務所 

6 被害者の個人情報を共有

する支援機関の情報管理

のルールづくり 

被害者の個人情報保護を徹底するために、

情報を共有する会議や機関等で情報管理の

ルールを定め遵守します。 

福祉事務所 
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早早期期発発見見にによよるる被被害害者者のの安安全全確確保保  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 暴力の発生を未然に防止

するための地域における家

庭への働きかけ 

地域社会から孤立しやすい家庭に対して、日

頃から声掛けや地域活動への参加の促し

等、孤立を防ぐための働きかけを行います。 

福祉事務所 

２ 子どもの行動からの早期発

見 

学校関係者や保育士等、日頃から子どもに

接している者は、子どもや保護者の様子や会

話からＳＯＳを見逃さず、ＤＶの早期発見に努

めます。 

ＤＶ及び児童虐待の両面から児童相談所等

関係機関と連携し、被害者や子どもの支援に

当たります。 

学校教育課 

福祉事務所 

3 地域における子どもの見守

り推進 

子どもと関わる機会のある様々な立場の者

が、傷ついている子どもを発見した場合、適切

に対応できるよう児童虐待防止法に基づく通

告制度の周知を図ります。 

学校教育課 

福祉事務所 

4 民生委員・児童委員や人

権擁護委員等による早期

発見・対応 

地域住民にとって身近な相談先である民生

委員・児童委員や人権擁護委員等は、活動

の中で、ＤＶを早い段階で発見することに努

め、被害者への適切な情報提供を行います。 

福祉事務所 

5 配偶者暴力防止法及び児

童虐待防止法に基づく通

告制度の広報 

配偶者暴力防止法及び児童虐待防止法に

基づく通告制度について、法の規定とその趣

旨等を様々な機会を通じて周知を図ります。 

福祉事務所 

6 地域や学校等と連携した

防犯活動や地域安全活動

の推進 

自治会、ＰＴＡ、学校、事業所と連携して、地

域に密着した防犯活動に取り組みます。 

学校教育課 

市民生活課 

地域支援課 

 

7 

育児・介護サービスの提供

事業者による早期発見 

家庭内の状況を把握しやすい立場にある育

児サービスや介護サービスの提供事業者は、

ＤＶの早期発見者になる可能性があるため、

適切な支援を受けられるよう関係機関につな

ぎます。 

 

高齢者支援課 

健康保険課 

福祉事務所 
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早早期期発発見見にによよるる被被害害者者のの安安全全確確保保  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 暴力の発生を未然に防止

するための地域における家

庭への働きかけ 

地域社会から孤立しやすい家庭に対して、日

頃から声掛けや地域活動への参加の促し

等、孤立を防ぐための働きかけを行います。 

福祉事務所 

２ 子どもの行動からの早期発

見 

学校関係者や保育士等、日頃から子どもに

接している者は、子どもや保護者の様子や会

話からＳＯＳを見逃さず、ＤＶの早期発見に努

めます。 

ＤＶ及び児童虐待の両面から児童相談所等

関係機関と連携し、被害者や子どもの支援に

当たります。 

学校教育課 

福祉事務所 

3 地域における子どもの見守

り推進 

子どもと関わる機会のある様々な立場の者

が、傷ついている子どもを発見した場合、適切

に対応できるよう児童虐待防止法に基づく通

告制度の周知を図ります。 

学校教育課 

福祉事務所 

4 民生委員・児童委員や人

権擁護委員等による早期

発見・対応 

地域住民にとって身近な相談先である民生

委員・児童委員や人権擁護委員等は、活動

の中で、ＤＶを早い段階で発見することに努

め、被害者への適切な情報提供を行います。 

福祉事務所 

5 配偶者暴力防止法及び児

童虐待防止法に基づく通

告制度の広報 

配偶者暴力防止法及び児童虐待防止法に

基づく通告制度について、法の規定とその趣

旨等を様々な機会を通じて周知を図ります。 

福祉事務所 

6 地域や学校等と連携した

防犯活動や地域安全活動

の推進 

自治会、ＰＴＡ、学校、事業所と連携して、地

域に密着した防犯活動に取り組みます。 

学校教育課 

市民生活課 

地域支援課 

 

7 

育児・介護サービスの提供

事業者による早期発見 

家庭内の状況を把握しやすい立場にある育

児サービスや介護サービスの提供事業者は、

ＤＶの早期発見者になる可能性があるため、

適切な支援を受けられるよう関係機関につな

ぎます。 

 

高齢者支援課 

健康保険課 

福祉事務所 
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NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

8 外国人、障がい者、高齢者

の孤立防止と暴力の未然

防止、早期発見 

外国人、障がい者、高齢者のいる家庭が、社

会から孤立しないように、市職員、民生委員・

児童委員、福祉や国際交流の分野で活動し

ている団体等が日々の業務や活動の中で、

暴力の未然防止や早期発見に努めます。 

地域支援課 

高齢者支援課 

福祉事務所 

9 防犯活動をしている民間団

体等との連携・協力 

地域に密着して防犯活動を行っている民間

団体等と連携、協力します。 

市民生活課 

 

 

被害者の安全を守る個人情報の保護 

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 
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84

配偶者からの暴力の防止及び被害者支援計画



95 
 

被害者の安全を守る各種制度の周知と適切な運用 

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 保護命令制度の広報と被

害者の利用支援 

リーフレットやガイドブックを作成し、保護命令

制度の広報に努めるとともに、制度を利用す

るための手続を支援します。 

福祉事務所 

２ ストーカー規制法や接近禁

止法の仮処分の申立制度

等の情報提供 

警察をはじめとする支援機関と連携を図り、

被害者及び関係者へストーカー規制法や接

近禁止法の仮処分の申立ての制度に関する

情報提供とその利用にあたっての支援を行い

ます。 

福祉事務所 

3 各種支援制度の適切な運

用 

住民基本台帳事務や医療保険の加入脱退

手続等、あらゆる支援措置を適切に運用でき

るよう市職員に対し、周知を徹底します。 

市民生活課 

健康保険課 

福祉事務所 

 

 

 

支援者の安全確保 

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 通報者情報の保護の徹底 通報を受ける関係者に、通報者情報の保護を

徹底します。 

関係課 

２ 支援者の個人情報保護の

徹底 

相談員等も加害者から危害を加えられる可能

性があるため、支援者の個人情報の保護を徹

底します。 

福祉事務所 

3 警察との連携・保護 相談員等も加害者から危害を加えられる可能

性があるため、警察と連携・協力してその安全

確保に努めます。 

福祉事務所 

4 ストーカー規制法や接近

禁止法の仮処分の申立制

度の情報提供 

配偶者暴力相談支援センターや警察と連携し

て、被害者及び関係者へ制度に関する情報

提供とその利用にあたっての支援を行います。 

福祉事務所 

5 支援者のケア 支援者自身が自らの健康に気をつけるととも

に、組織としてもその職務の特性に配慮して支

援者のケアに取り組みます。 

総務課 

福祉事務所 
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基基本本方方針針  

④④  被被害害者者がが生生活活のの再再建建をを果果たたすすたためめのの支支援援  

    

  

ＤＶ被害者は、避難先での安定した生活基盤を早期に整えることが、非常に重要となり

ますが、被害者は加害者から逃げてきているため、様々な手続等を自ら行うことができな

いことが想定されます。そのため、迅速に経済的支援や住居を確保するなど、ＤＶ被害者

の意思を尊重しながら、自立に向けた支援を講じることが必要になります。 

また、ＤＶ被害者が安定した生活を送るためには、避難先での安全確保が重要であり、

そのためにはＤＶ被害者に関する情報の徹底した管理が重要です。 

 

被被害害者者のの立立場場ににたたっったた生生活活再再建建にに向向けけたた支支援援  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 生活を支援するための制

度の活用 

被害者の自立に向けた生活を支援するた

め、生活保護等の制度を適切に活用できる

よう支援します。 

福祉事務所 

２ 就労に向けた支援 自立支援教育訓練給付金事業等の活用

や、ハローワークとの連携により就労支援を

行います。 

経済観光課 

福祉事務所 

3 自立困難な被害者への支

援 

鹿児島県女性相談センター及び母子生活

自立支援施設と連携し、被害者及びその子

どもの安全確保と自立に向けた支援を行い

ます。 

福祉事務所 

  

住住居居確確保保ののたためめのの支支援援  

NO 主な取組 取組内容 主な担当課 

1 公営住宅への優先入居 住宅の確保に困窮している被害者を支援す

るため、公営住宅に優先的に入居できるよ

う配慮します。 

建設課 

2 自立困難な被害者への

支援 

心身の状況や生活能力、障がい、子育て

等により自立した生活が困難な被害者に対

して、個々の状況に応じて福祉施設等への

入所を支援します。 

福祉事務所 
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